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• オープン・データ：現状の議論
• 政府の動き、アカデミーの意識

• 学術データ事業 ICSU‐WDS
• アカデミー側、科学情報資産の長期保持・利用

• データ・コンソーシアムRDA
• G8＋O6国政府の議論など。科学者 & IT研究者

• いま進められていること
• 例：データパブリケーション、データサイテーション
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“Big Data”
and US President Obama

データを
めぐる動向

http://pari.u‐tokyo.ac.jp/column/column84.html

(林 雅之、オープンデータ概論 ver.2、2013、
http://www.slideshare.net/mhayasi/20130805?ref=http://blogs.itmedia.co.j
p/business20/2013/08/slideshare192‐8e85.html)
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Open (Research) Data

Report:
www.royalsociety.org

Copies on table outside

[Geoffrey Boulton, CODATA conf., 2012]

英国王立協会がWGをつくり、
調査・出版：

「公開事業としての科学」

6
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科学的方法論と科学
• 科学とは。

科学的発見・理解(原著論文）の根拠とは。

– 実験方法の記録、第3者による再現実験

– コミュニティ（学会等）による自由な相互批判、検証

• 「科学」という「制度」：

– 情報がオープンで共有されることが必須だった。
検証、再現性の担保 （ 「科学」という方法論の信頼性）

• 科学的発見（原著論文）

– 論文の固定、評価、公表、保存、引用、再利用

– 「論文出版」⇒研究コミュニティ、社会で知を共有。 7

A crisis of replicability?

[Geoffrey Boulton, CODATA conf., 2012]

科学研究成果の「再現性」の危機？
重要な研究は、２次的な論文を多く生産する。

論文の結果の再現性があってもなくても、根拠が疑われない事例。（！）

8
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科学研究成果の
再現性担保における問題の例

• 論文から得られる情報が不十分
• 記述が不十分

• 研究基盤としての情報が不十分

• 再現できない事象の検証
• 例：気候変動、巨大地震．．．

9

科学的方法論とデータの問題

• 科学的発見・理解(原著論文）の根拠の考察例
– 再現性高：実験方法の記録、第3者による再現実験

– 再現性低：一過性の現象記録(データ）の再確認（地
球科学[気候変動・地震etc.］、生命科学etc.）

• 根拠となるデータの固定、評価、公表、保存、引
用、再利用
– 科学知の基礎として共有しなくてよいのか。

– ⇔論文の固定、評価、公表、保存、引用、再利用

– 「データ・パブリケーション」という概念が成立する
か？

• 電子的な文献・データの保存・公開・配信の課題
10
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科学データの記録・伝達手法の変遷

• Library：紀元前2600

• 紙媒体による公的図書館：8c

•

• 活版印刷の発明：1445

• 初めて成功した科学ジャーナル
（紙媒体）：1665

•

• WDCシステム創設：1957

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

• ENIAC・フォンノイマン：1946

• HDD発明：1956

• TCP/IP、ﾀﾞｲｱﾙｱｯﾌﾟ回線（64kbps)：
1982

• WWW（CERN）：1991

• ブロードバンド・インターネット
(>1Mbps)：～2000

• ICSU‐WDS、RDA等：2008～2013

3
4
8
年

6
7
年

• 電子メディアを記録・伝達に使うようになってから1世紀たっていない。

ICSU‐World Data System (WDS)
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参考：ICSU（International Council for Science；国際科学会議）。
1931年創設。科学界の国連、世界代表とも。

13

ICSU-World Data System事業の創設

13

これまで
（1950年代～）

2006年頃～

現在
（2008～）

WDC (World Data Center)
・（当時は紙・フィルム記録が主体）

各国の機関が科学データを保管する態勢

FAGS (Federation of Astronomical and 
Geophysical Data Analysis Services)

・天文、地球物理データの解析サービス組織

1
3

再編

●最新のIT技術への対応の遅れ

●分野横断型のデータ利用への対応の遅れ

●分野の偏り

等の問題点を検討

2008年10月28日
ICSU 第29回総会（※）にて
WDS創設

※モザンビーク共和国
首都マプトで開催

WDC（全世界で50センター、

日本では7センターが認定）

WDSに至る経緯 国際認定されたWDC(2006年時点）

全世界で50のセンターを認定

大気光
（Airglow）

日本《国立天文台》

天文学
（Astronomy）

中国

大気希ガス
（Atmospheric Trace Gases）

米国
オーロラ
（Aurora）

日本《国立極地研究所》
生物多様性・生態学

（Biodiversity and Ecology）
米国

気候
（Climate）

ドイツ

宇宙線
（Cosmic Rays）

日本《名古屋大学》

地球潮汐
（Earth Tides）

タヒチ

地質学
（Geology）

中国
地磁気学［ｺﾍﾟﾝﾊｰｹﾞﾝ］

（Geomagnetism）
デンマーク

地磁気学［ｴｼﾞﾝﾊﾞﾗ］
（Geomagnetism）

英国

地磁気学［京都］
（Geomagnetism）
日本《京都大学》

地磁気学［ﾑﾝﾊﾞｲ］
（Geomagnetism）

インド

氷河学［ﾎﾞﾙﾀﾞｰ］
（Glaciology）

米国

環境中の人的交流
（Human Interactions
in the Environment）

米国
氷河学、氷雪学［蘭州］

（Glaciology and geocryology）

中国

電離層
（Ionosphere）

日本《情報通信研究機構》

土地被覆データ
（Land Cover Data）

米国

海洋環境科学
（Marine Environmental 

Science）

ドイツ

地球物理・海洋地質学
（ Geophysics and Marine 

Geology ）

米国

海洋地質・地球物理学
［ﾓｽｸﾜ］ （Marine Geology 

& Geophysics）

ロシア

気象学［ｱｯｼｭﾋﾞﾙ］
（Meteorology）

米国

気象学［北京］
（Meteorology）

中国

気象学［ｵﾌﾞﾆﾝｽｸ］
（Meteorology）

ロシア

海洋学［ｵﾌﾞﾆﾝｽｸ］
（Oceanography）

ロシア

海洋学［ｼﾙﾊﾞｰ･ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ］
（Oceanography）

米国

海洋学［天津］
（Oceanography）

中国

古気候学
（Paleoclimatology）

米国

リモセン土地データ
（Remotely Sensed Land Data）

米国

大気リモートセンシング
（Remote Sensing of the 

Atmosphere）

ドイツ

再生可能資源・環境
（Renewable Resources and 

Environment）

中国

ロケット・衛星
（Rockets and Satellites）

ロシア

衛星情報
（Satellite Information）

米国

科学衛星
（Space Science Satellites）

日本《宇宙科学研究所》

地球回転［ｵﾌﾞﾆﾝｽｸ］
（Rotation of the Earth）

ロシア

地球回転［ﾜｼﾝﾄﾝ］
（Rotation of the Earth）

米国

地震学［ﾃﾞﾝﾊﾞｰ］
（Seismology）

米国

地震学［北京］
（Seismology）

中国

土壌
（Soils）

オランダ

太陽活動
（Solar Activity）

フランス

太陽電波
（Solar Radio Emissionｓ）

日本《国立天文台》

宇宙空間物理学［ﾎﾞﾙﾀﾞｰ］
（Solar Terrestrial Physics）

米国

宇宙空間物理学［ﾁﾙﾄﾝ］
（Solar Terrestrial Physics）

英国

宇宙空間物理学［ﾓｽｸﾜ］
（Solar Terrestrial Physics）

ロシア

宇宙空間科学［ｼﾄﾞﾆｰ］
（Solar Terrestrial Science）

オーストラリア

地球物理学［北京］
（Geophysics）

中国

固体地球物理学［ﾓｽｸﾜ］
（Solid Earth Physics）

ロシア

宇宙科学
（Space Science）

中国

太陽黒点指数
（Sunspot Index）

ベルギー

氷河学［ｹﾝﾌﾞﾘｯｼﾞ］
（Glaciology）

英国

2008年6月時点

1
4
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WDS Objectives

• Enable universal and equitable access to quality-
assured scientific data, data services, products and 
information;
（一般公開するポリシー；品質評価されたデータ）

• Ensure long term data stewardship; 
(長期的なデータ保全）

• Foster compliance to agreed-upon data standards 
and conventions; 
（標準的、共通形式の利用を促進）

• Provide mechanisms to facilitate and improve 
access to data and data products. 
(データのアクセシビリティの改善）

15[B. Minster, 2011]

国際科学会議 （ICSU）

WDS科学委員会（SC;Scientific Committee））

科学データ保有機関
（Regular Members）

５３機関※）

注）上図は単純化した模式図

・活動計画の大枠を科学委員会が決定
・国際プログラムオフィスは委員会活動支援＋WDS事業の実施

WDS加盟
メンバー

ファンディングその他
の支援実施団体

（Partner Members）

２機関※）

科学アカデミー等
（Associate Members）

１３機関※）

複数のデータ保有機関
からなる団体等

（Network Members）

７機関※）

1
6

WDS関係組織

特にメンバー増に注力中

・組織の形成
・他の国連・学術組織との連携、国際調整
・データ検索システム等の構築 等

日本から委員2名

（ ）内は機関・団体数
※） 平成26年1月現在

WDS国際プログラムオフィス
（WDS‐IPO（International Program Office））

・科学委員会の活動支援
・WDS事業の実施
・普及広報 等

Executive Director 独立行政法人情報通信
研究機構内に設置
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17

WDS‐IPO Opening Ceremony at Tokyo

17

NICT president 
Prof. Miyahara

Venue: Tokyo, Japan        Date:  9 May 2012

Speeches also given by: 

ICSU president 
Prof. Y.T.Lee Prof. Doi

MEXT vice minister 
Ms. Kamimoto

MIC Minister 
Mr. Kawabata

Prof. Onishi
(SCJ)

ICSU Executive Diretor Dr. Steven Wilson, 
WDS‐IPO Executice Director  Dr. Mustapha Mokrane, 
WDS‐SC chair Prof.  J‐B. Minster, NICT Dr. Y. Murayama

“System of data systems”

データの
所有権・
管理は
各機関

[WDS‐scientific committee, 2011]

各機関で
保有した
まま利用

し合う

全体が１つの
「システム」とし

て機能する
連携を目指す

目指すものは：
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Practical Steps to Go 今後の重点課題

１．Data Publication, Data Citation
Standards, Practices: データ出版・参照（サイテーション）、
管理運用の枠組を議論。

‐ 学術出版社、ライブラリとの連携: 
Elsevier, Thomson‐Reuters, Wiley ,Springer,…

‐ Data Citation TG（後述）, DataCite（※１）, RDA, IODE（※２）等
他のグループとの連携

２．Open Metadata Catalogue
WDS加盟機関のグローバル検索を可能に。

３．Scalable Knowledge Network

将来の国際データネットワークのための最適な
メタデータ利用や参照モデルを議論。

Working Groups has been Established.
WGを設置して、下記課題を議論

※１ 科学データへのDOI（Digital Object Identifier）付与など、データサイテーションを推進する国
際コンソーシアム

※２ International Oceanographic Data and Information Exchange：国連下の海洋観測データの国
際交換組織

WDS‐WG

WDS‐WG

RDA‐WG化を
検討

Research Data Alliance (RDA)
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RDA（Research Data Alliance）について

• 研究データ共有を加速し、実験・プラクティスを実現していくコンソー
シアム。

– 2013年3月正式発足。

– 米、欧、豪がそれぞれにローカルオフィスを設置
• いずれ総事務局を設置したい。

– G8・GSO (Group of Senior Officials) 下のデータWG議論が契機とのこと

• 組織モデル：IETF (Internet Engineering Task Force)の手法を、科学
データに適用。

– 実質的な国際標準・国際相互結合体制の形成を目指す。

– 研究者・技術者による自由な参加。

– ボラティア・合意ベースでの最善の解決策を作っていきたい。

– ICSU、CODATA、WDS、社会科学分野などとも協力・連携
（国際的に活躍する専門家はだいたい限られているが．．．）

[村山、恒松、2013］

[Mark Parsons/RDA-US, 2013]

•しかし、日本4名、中国・台湾各4～5名

•オンライン登録者>800名

•他国際活動との整合性に留意



平成26年2月5日国際シンポジウム「ビッグデータ時代の図書館の挑戦―研究データの保存と共有」

国立国会図書館 12

[Mark Parsons/RDA-US, 2013]

理事会

技術 運営面 関係する機関

RDAをリソース面で
サポート

コミュニティ

RDAの組織構成、ガバナンス （オレンジ色枠は村山加筆）

WG検討中

ミッション
遂行
（18か月）

テーマ提案・検討中

[Mark Parsons/RDA-US, 
2013]
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RDA 2nd Plenary全体の印象

•オープンデータの動向

–EC組織内：オープン・ガバメントとオープンデータ

（研究データのオープン化）は異なる

–そのため、オープンガバメントとは別にＲＤＡが別

途立ち上がった理解。

–ITシステム開発でない議論の成熟が世界中の研

究データのオープン化に必須という認識らしい。

• データ形式、法・ルール・標準などの議論が先行

参考資料： 次ページのポスター講演（マイクロソフト

＋バス大学）

＜RDA役職・関係者からの聞き取り＞
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RDAでのポスターセッションから：

• RDA (Research Data Alliance) was established March 2013.
• Promoted in G8 science minister meeting June 2013.
• Big data science or data intensive science would come with solution of the human, 

environmental, and technical challenges.

（マイクロソフトリサーチ、英バス大学）

インターネットはつながっても、
データは．．．

[Mark Parsons/RDA-US, 2013]
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オープンデータへの道

（和名は仮訳。）

データ共有・公開組織の例：

• IODE（国際海洋学データ交換機構）
– 国連下。海洋データ。WDS加盟。

• IVOA（国際バーチャルオブザバトリ連盟）
– 天文データ

• ILRS（国際衛星レーザー測距データサービス）

• IGS（国際全地球測位データサービス）
– いずれもNASAがホスト。WDS加盟。

• IERS（国際地球回転・基準系事業）

• IUGONET（超高層大気長期変動の全球地上ネットワー
ク観測・研究）
– 超高層大気観測データ

などなど．．．

いま進められていること
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“data publication”、 “data citation”とは何か?

31

[地球電磁気・
地球惑星圏学会, 
2013]

■ データパブリケーション
– データを「出版」する仕組み：

– 課題：データの「査読」「固定」「公表」等をどうするか。

– 課題：ID標準化、引用ルール確立、評価手法など国際団体等で模索中

■ データサイテーション
– データを文献のように「引用」「参照」する仕組み

– 課題：ID標準化、引用ルール確立、評価手法など国際団体等で模索中

■ データを出版・引用・参照すると
– 論文・書籍と同様、知的生産力の基準に。研究職・教育職の業績評価。

– 信頼できるデータ生成・提供は現代では科学者の仕事。評価

32

Australian National Data Serives
http://www.ands.org.au/cite‐data/index.html

研究データ
取得・生成

データに対して一意な
DOIとメタデータを付与

データ利用

DOI・メタデータを使って検索、
データを発見・取得 → 研究実施

研究発表時、データ参照に
DOIを使用

測定・
メトリクス

文献・データ被引用数の指標化
（サイテーション・インデックス等）

研究評価

論文とデータの参照・
引用の指標を利用
（予算申請・研究業績
評価など）

データ参照指標をつかって予算獲得など

研究データを取得・生成、
データをもとに論文出版

データを公開

国立機関によるデータサイテーション事業推進（豪）

［和訳は暫定版］
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まとめにあたって

• オープンデータ（の科学面）とは
– 研究データ・研究データの共有と、社会の利益・信頼

– 研究者間のオープンな相互批判・検証も「科学」の一部。

– データの保持、利用態勢は、今後どうするのか／どうなるのか。
⇔文献の保持・利用態勢（図書館、出版）：

– オープンにしやすいデータ・しにくいデータ

• ICSU‐WDS (World Data System)

– 国際的なアカデミーが主体となり、科学データの相互利用、長期保存
を推進。

– 過去50年以上の世界的なデータ保存体制の基盤

• RDA (Research Data Alliance)
– データを相互利用・活用するための国際コンソーシアム

– 米・欧・豪がアクティブ。

– 情報・データの技術開発・インフラの視点

• 動いている・動きつつある活動
– データサイテーション、データパブリケーション
オープンなデータ利用の「しかけ」。大手出版社の動き。

ご清聴ありがとうございました。


